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｢地震による構造物破壊機構解析設備｣が稼動して 1

か年を経過した.昨年本誌 35巻 9号においてこの設備に

よる研究の概要を説明したが,ここで 1年間を顧みて報

告することは関係各位に現状を知っていただ くために

ち,また次の研究段階に前進するためにも有益であると

考える.

初めに設備の概要と研究目的を簡単に再録する.構造

物の地震による損傷 ･被害の過程を力学的に解明して構

造物の耐震強度のゆえんを明らかにし,より合理的な耐

震設計と耐震構造の確立に資せんとするものであり,衣

来の大型振動台,構造物動的破壊実験施設等の設備とあ

わせて,耐震構造の基本的課題の総合的究明を進めてい

る.本設備は大別してつぎの4部分からなっている.

A.地盤の地震動観測システム (地盤のひずみおよび

埋設管のひずみの#TJ定を含む)

B.弱小モデルによる地震応答観測システム

B-1 鉄骨造弱小モデル

B-2 鉄筋コンクリー ト造弱小モデル

B-3 モデル応答観測塔 (塔状構造物の応答およ

び地盤と基礎の間の動土圧の測定,さらに

免震装置の応答観測を含む)

C.2次元振動台 (水平 1方向,鉛直 1方向)

D.2方向耐力壁および耐力床

A･Bは実測的研究のための設備であり,C･Dは実

験的研究のための設備であって,両者の研究結果が互い

に補完し合うことによって,より大きな成果を生むこと

が期待されるのである.

昭和 58年9月14日,地震応答実験棟において完成式

典が挙行され一般に公開されたが,これに先立って8月

26日報道関係に説明が行われ,また学内外の関係者に数

次に互って公開された.

この 1年を振り返って,少数の不調なケースはあるに

はあったが,初めての試みであるにも拘わらず全体とし

てかなり順調に作動したということができる.観測の面

から見れば弱小模型が倒壊するようなレベルの地震動は

なかったが,総合的な検討を進め得るいくつかの記録を
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得ることができた.実験の面でもきわめて効果的に設備

が稼働した.以下各項でそれぞれ研究活動 ･成果が報告

されるが,ここでは全体を概説することにしたい.

当該地点の地震動について

昭和 58年度中の千葉実験所を含む地域の地震の震度

を地震月報および地震速報 (昭和 58年 12月以降)で調

査した結果が表-1である.当該地域の震度を表現するよ

う,東京 ･横浜 ･千葉 ･館山の4点を選び,いずれかが

震度 Ⅰ以上を示した地震を選び出したものである.ただ

し,横浜が震度 Ⅰで他の3点が震度 Ⅰに達しない地震は

除外してあり,また表中の震度の千葉の欄で*印が付さ

れてあるのは,本地震動観測で記録した地震であること

を示している.

当該地点は地表数mはローム層 (N値4-5)でありそ

の下には厚さ3-4mの凝灰質粘土層 (N値 3-5)があ

り,その下にN値 30以上の砂層が続き,良好な地盤とい

われる地盤状態である.したがって埋立地や厚い沖積層

のある地盤に比して,震度は低目になるであろうことが

予想される.地震動の記録装置は,地下 40m点に埋設さ

れている加速度計が 1ガル以上の加速度を感知したとき

作動するようになっている.したがって,計器の調整中

等のため記録できなかった場合を除けば,*印のない地

震では地下40m点で地震時の最大加速度が 1ガルに達

しなかったことを意味する.地表より1mの深さの観測

点では地下40m点の最大加速度の 2倍またはそれ以上

になることが普通である.このように考えるならば震度

ⅠⅠレベルの地震動より記録することになる.義-1の*印

に注目すれば,ほぼうなずける結果となっていることが

分かる.しかしながら震度 Ⅰまたはそれに達しない地震

で,記録装置が作動している地震もまたいくつかあるこ

とに注目する必要がある.震度が必ずしも地震動の強さ

の物理的な尺度ではないことは衆知であるが,1つの指

標として多用されている現在,発震機構,震源の地域性,

観測点の地域性,地盤状態,周期特性等について工学的

に震度を検討してゆくことも大切である.構造物の地震

応答を動力学的に詳細に検討を行う場合,その地点の地
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